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国立大学法人京都工芸繊維大学職員育児休業規則 

平成１６年４月１日制定 

最終改正 平成２８９年１２ 月１５ 日 

第１章 総則 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、国立大学法人京都工芸繊維大学職員就業規則（平成１６年４月１日制定。

以下「就業規則」という。）第５０条第２項の規定に基づき、国立大学法人京都工芸繊維大学

（以下「本学」という。）に常時勤務する職員（以下「職員」という。）の育児休業等に関し

必要な事項を定めるものとする。 

２ 職員の育児休業に関しこの規則に定めがない事項については、育児休業、介護休業等育児又

は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第７６号。以下「法」という。）

その他の関係法令等の定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この規則において、「育児休業」とは、職員が３歳に満たない子（法第２条第１号に規

定する子をいう。以下同じ。）を養育（職員が子と同居し、監護することをいう。以下同じ。）

するためにする休業をいう。 

２ この規則において「部分休業」とは、職員が小学校就学前の子を養育するため、就業規則に

定める正規の勤務時間の始め又は終わりにおいて、１日を通じて２時間（変形労働時間制を適

用している職員で、その勤務時間が７時間４５分を超える場合にあっては、２時間にその超え

た時間を加えた時間）の範囲内で、職員の託児の態様、通勤の状況から必要とされる時間につ

いて、１５分単位でする休業をいう。 

第２章 育児休業 

 （育児休業の申出） 

第３条 育児休業をしようとする職員は、育児休業開始予定日及び育児休業終了予定日を明らか

にして、当該育児休業開始予定日の１月前（法第５条第３項又は第４項に規定する育児休業に

あっては２週間前）前までに所定の手続きにより学長に申し出るものとする。 

２ 育児休業中の職員のうち任期を定めて雇用する職員は、任期の延長により、引き続き休業す

ることを希望するときは、再度学長に申し出るものとする。 

（育児休業期間） 

第４条 育児休業の期間は、子が出生した日又は出産予定日から満３歳に達する日までの期間の

うち、職員が申し出た連続した一定の期間とする。ただし、職員のうち任期を定めて雇用する

職員の育児休業の期間は、子が出生した日又は出産予定日から満３歳に達する日又は任期が満

了する日のいずれか早い日までの期間のうち、職員が申し出た連続した一定の期間とする。 

２ 前条に規定する申出が同条の期限より遅れた場合においては、学長は、法第６条第３項の規

定により育児休業開始予定日の指定を行うことがある。 

 （育児休業の終了） 

第５条 次の各号のいずれかの事由が生じた場合には、育児休業は終了するものとし、その終了

日は当該各号に掲げる日とする。 
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 (1) 子の死亡その他の法に定める事由により、当該育児休業に係る子を養育しなくなったとき

当該事由が発生した日 

 (2) 産前産後の特別休暇、介護休業又は新たな育児休業が始まったとき 当該休暇等の開始日

の前日 

２ 前項第１号に該当することとなった職員は、速やかに学長に届け出なければならない。 

 （育児休業の回数） 

第６条 育児休業（当該育児休業に係る子が出生した日から起算して８週間を経過する日の翌日

まで（出産予定日前に当該子が出生した場合にあっては当該出生した日から当該出産予定日か

ら起算して８週間を経過する日の翌日までとし、出産予定日後に当該子が出生した場合にあっ

ては当該出産予定日から当該出生した日から起算して８週間を経過する日の翌日までとする。）

の期間内に、職員（当該期間内に産後の特別休暇を取得した者を除く。）が当該子を養育する

ためにした第３条の規定による最初の申出によりする育児休業を除く。）は、法に定める特別

な事情がある場合を除き、一子につき１回限りとする。双子以上の場合も、これを一子とみな

す。 

第６条 育児休業は、法に定める特別な事情がある場合を除き、一子につき一回限りとする。双

子以上の場合も、これを一子とみなす。 

２ 育児休業に係る子が出生した日から起算して８週間を経過する日の翌日まで（出産予定日前

に当該子が出生した場合にあっては当該出生した日から当該出産予定日から起算して８週間を

経過する日の翌日までとし、出産予定日後に当該子が出生した場合にあっては当該出産予定日

から当該出生した日から起算して８週間を経過する日の翌日までとする。）の期間内に、職員

（当該期間内に産後の特別休暇を取得した者を除く。）が当該子を養育するためにした第３条

第１項の規定による最初の申出によりする育児休業、第３条第２項の規定による申出によりす

る育児休業並びに法第５条第３項及び第４項に規定する育児休業は、前項に規定する回数に含

めないものとする。 

 （育児休業開始予定日の変更） 

第７条 育児休業の申出をした職員は、育児休業開始予定日の前日までに法に定めるやむを得な

い事由が生じた場合には、所定の手続きをすることにより、１回に限り育児休業開始予定日の

繰り上げ変更をすることができる。 

２ 前項の場合において、学長は、法第７条第２項の規定により育児休業開始予定日の指定を行

うことがある。 

 （育児休業終了予定日の変更） 

第８条 育児休業の申出をした職員は、育児休業終了予定日の１月前（法第５条第３項及び第４

項に規定する育児休業にあっては、育児休業終了予定日の２週間前）までに所定の手続きをす

ることにより、１回に限り育児休業終了予定日の繰り下げ変更をすることができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、配偶者と別居したことその他の育児休業終了予定日の変更の申出

時に予測することができなかった事実が生じたことにより、当該育児休業に係る子について育

児休業終了予定日の再度の変更をしなければ、その養育に著しい支障が生ずることとなるとき

は、再度の変更ができるものとする。 

３ 育児休業の申出をした職員は、育児休業終了予定日の繰り上げ変更を希望する場合は、終了

しようとする日の１月前までに所定の手続きにより申し出るものとする。 
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 （育児休業中の身分等） 

第９条 育児休業をしている職員は、職員としての身分を保有するが、職務に従事しない。 

 （育児休業中の給与等） 

第１０条 育児休業をしている期間については、給与を支給しない。 

２ 職員が育児休業期間について負担すべき共済組合掛金その他の費用（法令等の定めにより免

除されているものを除く。）は、所定の期限までに持参又は送金して本学に支払わなければな

らない。 

 （職務復帰） 

第１１条 職員は、育児休業期間が満了した場合又は第５条第１項第１号に該当し育児休業が終

了した場合には、育児休業終了日の翌日から職務に復帰するものとする。 

２ 前項の復帰後の所属及び職は、育児休業開始直前の所属及び職とする。ただし、特別の事情

のある場合は、この限りでない。 

 （育児休業申出の撤回等） 

第１２条 育児休業の申出をした職員は、育児休業開始予定日の前日までに、所定の手続きによ

り、育児休業の申出を撤回することができる。 

２ 前項の規定により育児休業の申出を撤回した職員は、その申出に係る子については、法に定

める特別な事情がある場合を除き、第３条の規定にかかわらず、再度の育児休業の申出をする

ことができない。 

３ 育児休業の申出がなされた後、育児休業開始予定日とされた日の前日までに、子の死亡等法

に定める事由により申出者が子を養育しないこととなった場合には、当該育児休業の申出は、

なされなかったものとみなす。 

４ 前項に該当することとなった職員は、速やかに学長に届け出なければならない。 

   第３章 部分休業 

 （部分休業の申出） 

第１３条 部分休業をしようとする職員は、部分休業を開始しようとする日の１週間前までに、

所定の手続きにより学長に申し出るものとする。 

２ 前項の申出は、できるだけ必要な期間を包括して申し出なければならない。 

 （部分休業期間） 

第１４条 部分休業ができる期間は、子が出生した日から小学校就学の始期に達する日までの必

要な期間とする。ただし、職員のうち任期を定めて雇用する職員の部分休業ができる期間は、

子が出生した日から小学校就学の始期に達する日又は任期が満了する日のいずれか早い日まで

の必要な期間とする。 

 （休暇との関係） 

第１５条 職員は、部分休業の前後において、引き続いて就業規則に規定する年次休暇、病気休

暇又は特別休暇を請求する場合には、所定の手続きにより部分休業の取消しをすることができ

る。 

 （部分休業中の給与） 

第１６条 部分休業している時間については、その勤務しない１時間につき、給与規則に規定す

る勤務１時間あたりの給与額を減額する。 

２ 前項の規定は、第２条第２項による部分休業を許可された場合であって、子が満３歳に達す
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る日までは、勤務時間の始めから又は終わる前の１５分間については、適用しない。 

 （準用規定） 

第１７条 第５条及び第１２条の規定は、部分休業について準用する。 

   附 則 

１ この規則は、平成１６年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行日において、現に国家公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１

０９号）の規定に基づき、育児休業又は部分休業をしている職員については、施行日以後新た

にこの規則の規定に基づく育児休業又は部分休業の申出は必要としない。 

   附 則 

 この規則は、平成１８年９月１４日から施行する。 

   附 則 

 この規則は、平成２２年６月３０日から施行する。 

   附 則 

 この規則は、平成２９年１月１日から施行する。 

   附 則 

 この規則は、平成２９年１０月１日から施行する。 

 




